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１　研究背景・目的
　前報までの検討において、東京23区における『コン

ピュータ導入実績マップ』を作成することで、都市部へ集

中している状況を明らかにし、地盤状況との分析を行った。
そして本報では、前報の検討を踏まえ、大深度地下ライフ

ラインを活用したコンピュータバックアップセンター（以

下CBC）構築の提案と効果の検証を行う。
２　コンピュータ導入実績マップを用いた分析

　地盤が軟弱であれば首都直下地震時の震度も大きくなる

ことが予想され、中央防災会議で想定されている東京湾北
部地震の予想震度分布図を用いて分析を行った結果、コン

ピュータ台数の約57.7％が震度6強のエリアに集中してい

ることが分かった（図1）。
　Aランクコンピュータの導入実績のある建物の建物階数

について調査を行った。各建物内で見ると上階ほど地震の

ゆれが増幅し、阪神大震災においても設置階が高くなるほ
どコンピュータ被害率が大きくなっている。本調査はコン

ピュータの設置階まで特定できるものではないが、建物階

数だけでも指標としてある程度代替可能であると思われる。
図2・図3より、Aランクのコンピュータ台数の64.2％が高

層以上の建物に集中していることが分かった。また、23区

の事務所ビル全体での中高層化率（全建物に対する4階以
上の階を有する建物の割合）が72.6％、平均階数が4.6階

であることと比べて、Aランクコンピュータ導入実績のあ

る建物の中高層化率は90.9％、平均階数は9.1階であり、
過去の震災の教訓が反映されていないことがわかる。

　以上の結果はAランクのコンピュータの多くが危険な

状況下に集中している可能性があることを示すものであ
り、東京においては必ずしも都市機能の安全性を考慮し

た都市計画がなされてこなかったと言える。過度に集中

した状況下ではその機能を分散させるか、あるいはそれ
を支えるインフラを整備することが必要である。現在の

東京においては前者は難しく、後者を選択するのが現実

的かつ効果的であると思われる。
３　ライフラインの必要性

　非常時に業務継続を行うためにはシステムが生きてい

るだけでは十分とは言えない。阪神大震災においては情
報システムの復旧は広域的な基幹インフラの影響を大き

く受けることが分かる（図4）。業務継続に必要な非常用

電源や水、通信網などを一企業だけで完備しておくこと
は極めて難しく、新たな社会資本として信頼性の高いラ

イフライン直結型である大深度地下直結型CBCの整備を

行うことは有効であると考える。
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図4　阪神大震災におけるコンピュータの被災要因1)
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４．１　大深度地下ライフラインを活用したバックアッ

プシステムの提案

　既存研究として、著者らの研究室ではエネルギーや物資
を安全に効率よく業務集積地に供給する大深度地下ライフ

ラインの研究がなされており、本研究ではその情報インフ

ラとしての活用法を検討する（図5・図6）。なお、大深度地
下ライフラインの供給エリアはおおむね各立坑を中心に半

径1kmとする。また立坑空間の有効利用の観点から立坑内

余剰空間にCBCの設置を行うこととし、各立坑計画地の地
盤状況の2点を踏まえ、地盤の比較的良好な新宿と六本木の

2拠点を対象とする（図7）。
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４．２　大深度地下ＣＢＣのシステム設計

　非常時における業務継続に必要な設備と横坑との接続性

を考慮し、立坑内の地下20～70ｍをコンピュータ設置ス
ペース、地下70～80ｍを設備室として活用する。地下20

ｍより上部は、磁気テープの保管、CBCの監視・制御のため

の事務スペースなどがあげられる（図8・図9）。CBCの施設
規模を概算したところ2拠点合計で約3808㎡となった（事

務スペースを除く）。

　・コンピュータ室面積　　＝約2720㎡
　・磁気テープ保管スペース＝約544㎡

　・設備機器等スペース　　＝約544㎡

４．３　提案システムの効果検証

　本研究で提案した大深度地下CBCと既存データセン
ターを平常時の利便性、非常時の安全性および業務継続

性の3点から比較した結果、表１に示すように大深度地

下CBCは東京都心や遠隔地の既存のデータセンタと比較
して、バックアップ先として総合的に適していると言え

る。また立坑周辺のみを対象とした場合、大深度地下CBC

を導入することでバックアップ可能となるのは企業数で
見れば23区全体の約4.9％にとどまるが、資本金規模で

見れば全体の43.5％、設備投資額で見れば50.4％の企業

を、首都直下地震時においても業務継続させられる可能
性があることが分かった。

　そして、首都直下地震による都外の地域への影響波及

による被害額は約12.4兆円と予想されている3）が、大深
度地下CBCの導入によって回復期間を短縮できると仮定

しその経済効果を試算すると、何も対策を講じなかった

場合と比べて約4.5兆円、地震の発生確率を考慮しても
少なくとも約3.1兆円の損失軽減効果があり、首都機能

の根幹を支える社会資本として大深度地下CBCを整備す

ることの意義は大きいと考える（図10）。

５　総括・今後の展望

　本研究ではコンピュータの導入実績分布状況とその内

存する危険性を調査し、首都機能の一部を支える新たな

システムを提案し、その効果の可能性を示した。都市の
情報バックアップと企業の業務継続を支える安全なライ

フラインが検討される必要がある。しかし一般に対策導

入による損失軽減効果を定量化することは非常に難しく、
本研究でも想定しうる全体像の一部しか試算できていな

い。故に首都直下地震で予想される直接・間接被害額の

総額が約100兆円ということを考えれば、大深度地下CBC
の導入による損失軽減効果は数十兆円にも達する可能性

も考えられる。

　地震は保険等のほとんどの契約において免責事項とさ
れているが、このような新たな社会資本を自ら積極的に

活用して対策を行おうとする企業が社会的に評価される

ような仕組みも必要であり、例えば高額すぎる地震保険
料が対策の前後でどの程度減免されるのかといった具体

図10　大深度地下CBCの導入による損失軽減効果の可能性
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表1　大深度地下CBCの優位性の検討

想定震度
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震度4

震度6強
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利便性

◎◎

××

◎◎

(通常時 )

安全性

（地震加速度）

△△

◎◎

○○

(1500 gal)

(110 gal)

(300 gal 以下）

(非常時)

業務継続性

△△

△△

◎◎

総合評価

△△

△△

○○
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△△

△△
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的な検討も併せて行う必要があろう。

　また今後、企業の業務継続計画について具体的に調査

し必要項目を明らかにした上で、より利用価値の高いラ
イフラインシステムを検討する必要がある。
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